
為替週間展望＝ドル円は１０４～１０５円台を中心とするもみ合いか

　　　　　　　　　　［１０月２６日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    10 月 16 日～ 10 月 22 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  105.41   105.75(19)    104.34(20)    104.73   -0.67

ユーロ・ドル  1.1720   1.1881(20)    1.1703(16)    1.1798   +0.0080

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    23,516.59     +105.96     日本10年債利回り   0.037   +0.014

ダウ平均株価    28,363.66     -242.65     米10年債利回り     0.856   +0.111

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２６日　日本８月景気動向指数改定値

　　　　独１０月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米９月新築住宅販売件数

２７日　ＮＺ９月貿易収支

　　　　米９月耐久財受注

　　　　米８月住宅価格指数、米８月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米１０月消費者信頼感指数

２８日　豪第３四半期消費者物価指数

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

２９日　日本９月小売業販売額

　　　　日銀金融政策決定会合（２８～２９日）・金融政策発表

　　　　独１０月雇用統計

　　　　米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新規失業保険申請件数

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　独１０月消費者物価指数速報値

　　　　米９月中古住宅販売成約指数

３０日　日本９月雇用統計、日本９月有効求人倍率

　　　　日本９月鉱工業生産指数

　　　　豪第３四半期生産者物価指数

　　　　独第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　スイス９月小売売上高

　　　　スイス１０月ＫＯＦ先行指数

　　　　ユーロ圏第３四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　ユーロ圏１０月消費者物価指数速報値、ユーロ圏９月雇用統計

　　　　米９月個人所得・個人支出、米９月ＰＣＥデフレータ

　　　　カナダ９月鉱工業製品価格

　　　　米第３四半期雇用コスト指数

　　　　米１０月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米１０月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

３１日　中国１０月製造業購買担当景気指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドルが買われる場面では円も買われやすく、ドル円は１０５円台で

のもみ合いが継続している。１０５円割れでは買いに支えられやすいとみられるが、１

０６円超では売りに押されやすくなるとみられ、ドル円は１０５円台を中心とするもみ
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合いが続くとした。

　　　　

【米大統領選が近づき、模様眺め気分が広がるか】

　１１月３日の米大統領選まで残り２週間を切ってきた。選挙が近づく中、米国株は高

値から調整局面となっている。米政府と民主党による追加経済対策を巡る協議が継続し

ており、それに関する報道に一喜一憂して株価は高下している。

　　

　そうした中、ドル円は１４日に１０５円近辺まで軟化したものの、１０５円台を維持

したことで、２０日には１０５．７５円近辺まで上昇した。ただ、２１日にドルが対人

民元や対ポンドで下落したことを受けて、ドル円は１０４．３４近辺まで売られること

となった。その後はやや下げ渋りを見せているが、１０４円台での推移にとどまってい

る。日経平均は２万３５００円近辺での一進一退の動きとなっている。

　　

　米国での追加の経済対策は「いずれは合意する」とみられているものの、大統領選の

前に合意するかは不透明となっている。目先は協議の動向に関連する報道に左右されて

日米の株は上下に振幅するとみられる。なお、合意にはまだ時間を要するとみられ、そ

の場合は株価には重石となりそうだ。

　　

　このところは、リスク選好の高まりでドル売り円売り、リスク回避の動きからドル買

い円買いに傾きやすくなっている。このため、ドル円は方向感が出にくい流れを見せて

いる。ただ、ドル買い円買いとなった場面ではやや円買いが勝るケースが多い。

　　

　２２日に開催された最後の大統領候補者討論会はかなりまともな討論会となった。前

回の討論会は非難合戦でとなったが、今回はきちんと議論が交わされた。新型コロナウ

イルスへの対応、北朝鮮の核開発問題などで議論の応酬となった。ただ、東京時間の株

式、為替市場にはそれほど目立った影響はなかった。

　　

　ドル円は米大統領選挙を控えて模様眺め気分が広がりやすくなる展開が予想される。

そうした中、米国の追加経済対策関連の報道に左右されやすい状況が続くこととなろ

う。しばらくの間は経済指標への注目度はやや低下しそうだ。ドル円は１０５円の節目

を割り込んではいるものの、ここからの下げは限定的で１０４円を大きく割り込むこと

はないとみられる。このため、ドル円は１０４～１０５円台を中心とするもみ合いで推

移する展開が見込まれる。ドル円の目先の予想レンジは、１０４．００～１０６．３０

円。

　　

　なお、２９日には日銀金融政策決定会合の結果発表がある。今回の会合では金融政策

に変更はないとみられる。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２６日に日本８月景気動向指数改定値、

米９月新築住宅販売件数、２７日に米９月耐久財受注、米８月住宅価格指数、米８月Ｓ

＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米１０月消費者信頼感指数、２８日に米ＭＢＡ住宅

ローン申請件数、２９日に日本９月小売業販売額、日銀金融政策決定会合（２８～２９

日）・金融政策発表、米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新規失業保険申請

件数、米９月中古住宅販売成約指数、３０日に日本９月雇用統計、日本９月有効求人倍

率、日本９月鉱工業生産指数、米９月個人所得・個人支出、米９月ＰＣＥデフレータ、

米第３四半期雇用コスト指数、米１０月シカゴ購買部協会景気指数、米１０月ミシガン

大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ユーロドルは上昇一服となり、修正安に転換か】

　欧州での新型コロナウイルスの感染再拡大により、各国で店舗の営業時間や行動の制

限、規制が強化されており、ユーロドルの売りにつながった。１５日には一時１．１７

ドルを割り込み、１．１６８９前後まで下落した。ただ、翌日以降は新型コロナウイル

スのワクチン開発への期待感や欧米の株高などを背景に上昇基調で推移して、２１日に

は１．１８８１前後まで上値を伸ばした。

　　

　米国株の堅調な動きや米国の追加経済対策への期待感からドル売りの動きに傾いてい

るものの、欧州での感染再拡大は景気の足を引っ張る要因として警戒される。ユーロ買

いドル売りの流れは一服して、ユーロドルの上昇は頭打ちとなり、修正安に転じるとみ



られる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．１６５０～１．１９００ドル。

　　

　２９日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、金融政策に変更はないとみられる。政

策金利は据え置きとなり、パンデミック緊急購入プログラム（ＰＥＰＰ）の規模を１兆

３５００億ユーロ（約１７０兆円）で維持すると予想される。欧州各国では感染再拡大

で、各国での規制措置が広がっており、今後景気への悪影響が警戒される。一段の景気

悪化が顕在化してくると、次回１２月１０日の会合では、追加措置に動く可能性が出て

くることとなろう。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２６日に独１０月ＩＦＯ景況感指数、２７

日にＮＺ９月貿易収支、２８日に豪第３四半期消費者物価指数、カナダ銀行（ＢＯＣ）

政策金利、２９日に独１０月雇用統計、欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利、ラガルドＥ

ＣＢ総裁記者会見、独１０月消費者物価指数速報値、３０日に豪第３四半期生産者物価

指数、独第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、スイス９月小売売上高、スイス１０

月ＫＯＦ先行指数、ユーロ圏第３四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値、ユーロ圏１０月

消費者物価指数速報値、ユーロ圏９月雇用統計、カナダ９月鉱工業製品価格、３１日に

中国１０月製造業購買担当景気指数などがある。
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